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Abstract:新潟市のコミュニティ系施設の行政サービス量についてのパブリック・アセットマ

ネジメントを GIS で解析した。施設のサービス提供範囲を 2km（徒歩 20 分）とし、施設のサ

ービス量と町丁目ごと 

の被サービス量を求めた。これに新潟市の平均サービス量を基準にして、町丁目の被サービ

スを「不十分」、「適切」、「過剰」という評価を行った。地域間に行政サービスの大きなアン

バランスが認められるが、これは新興住宅地のドーナッツ状の拡大、合併以前の旧市町村の

政策の違いがあったことを反映しているものと考えられる。. 
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1. はじめに 

 市町村合併などの地方自治体の環境の変化に伴

い、公共施設や公用施設を長期的に再編成していく

必要性が指摘されている（植村,2007）。小池(2006)

は、ITを活用した公共施設の一元的な管理･条件整

備・再編計画を経営的視点から総合的に行うことパ

ブリック・アセットマネジメントと呼んだ。これは

これからの人口減少・財政難の社会が迎えるインフ

ラ大量更新時代（宇都ほか,2009）にあってはます

ます重要性が増している。これらの問題の対策を行

う地方自治体には、地理空間情報の活用が責務とな

っている（植村・丸田,2010）。 

ここでは新潟市を例にして、コミュニティ系施設

配置における行政サービス量を GIS を用いて「見え

る化」して定量的評価を行うとともに、新潟市の今

後の施設整備計画である「後期合併建設計画」の妥

当性を検証した。 

 

2. 解析手法の概略 

新潟市のコミュニティ系施設は 99 箇所、総延床

面積 117,046 ㎡である（公民館 46 箇所 60,314 ㎡、

コミセン･コミハウス 41 箇所 45,385 ㎡、農村環境

改善センターほか 12 箇所 11,347 ㎡）。植村(2007)

は公共施設のサービス提供範囲は徒歩 20 分以内が

適当であるとしている。また、新潟市の公民館の設

置基準は「中学校区に概ね 1箇所」で、これは 3～

4kmが歩行限度と考えられる。これらを参考にして、

施設からの直線距離 2km 以内をサービス提供範囲

とした。行政サービスの評価は、人口と建物延床面

積を評価基礎値として、町丁目ごとの空間的位置関
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3. 解析結果 

コミュニティ系施設から半径 2km のバッファを

発生させ、その範囲内の人口を数えると総人口の

98％が受益者であるという結果が得られる。これは

施設への利便性を距離というパラメータで表した

結果で、一見すると新潟市の行政サービスは十分と

いえるかもしれない。しかし、施設数が多い地区は

かならずしも人口集積地と一致しているわけでは

ない。これは「平成の大合併」前の旧市町村間で施

設整備基準が異なり、比較的人口が疎らな地区にも

施設を建設したかそうでなかったかが原因と考え

られる。 

まず、（施設サービス量）＝(施設延床面積)／（2km

バッファ内の町丁目の総人口）として、施設 99 箇

所それぞれののサービス量を求める。つぎに或る町

丁目の重心から半径 2km のバッファ内に存在する

施設を求め、先に求めた施設サービス量の和を求め

る。この値は、或る町丁目に住む住民が施設から受

けられるサービス量となる。新潟市全域の平均は

14.3（総延床面積／総人口×100）なので、この値

の 0.5～1.5 倍の範囲内（7.15～21.45）はとりあえ

ず公平性が「適切」に保たれているとし、7.15 以

下は「不十分」、21.45 以上を「過剰」として評価

した。その結果、旧市街中心地は「適切」以上のサ

ービスを受けられるが、それを取り囲む旧市街近傍

の新興住宅地はサービス不十分な地域としてドー

ナッツ状に存在していることが明らかになった。さ

らにその外側は旧新潟市以外の市町村中心地があ

り、この地域はむしろ行政サービスを過剰に受けて

いるといえる。 

新潟市は後期合併建設計画として 2010～14 年の

5ヵ年で 10 箇所（総延床面積 12,000 ㎡、27億円）

のコミュニティ系施設を予定している。この位置を

プロットして建設された場合のサービス状況の変

化を求めると、計画のほとんどが既存施設と重複し

た位置にあり、整備の妥当性が見当たらない結果と

なった（図１）。すなわち、この計画ではすでに存

在する行政サービスの地域間格差をさらに助長す

るに過ぎないといえる。 

 

4．まとめ 

 新潟市のコミュニティ系施設の行政サービス量

は施設総床面積と人口をパラメータにして解析で

きる。その結果、「適切」なサービスを受けている

のは総人口の 42％あり、「過剰」サービスが 22％、

「不十分」が 36％であった。町丁目ごとの被サー

ビス量から、旧新潟市および旧市町村の中心街では

かなり充実したサービス量となっているものの、新

興住宅地では不十分なエリアとなってドーナッツ

状に存在している。 
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図 1 町丁目別に見た行政サービスの定量的評価と建設

予定地 


